交野市　法適用申請に対する処分個票
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	処分の概要
	児童扶養手当の受給資格認定

	法令名
根拠条項
	児童扶養手当法　第6条第1項

	法令番号
	昭和36年法律第238号

	【基準】
　　児童扶養手当法施行規則第1条及び児童扶養手当市等事務取扱準則について(平成14年7月4日雇児発第704003号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知)

児童扶養手当法施行規則
(認定の請求)
第一条　児童扶養手当法(昭和三十六年法律第二百三十八号。以下「法」という。)第六条の規定による児童扶養手当(以下「手当」という。)の受給資格及びその額についての認定の請求は、児童扶養手当認定請求書(様式第一号)に、次に掲げる書類等を添えて、これを住所地を管轄する福祉事務所(社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)に定める福祉に関する事務所をいう。以下同じ。)を管理する都道府県知事、市長(特別区の区長を含む。以下同じ。)又は町村長(以下「手当の支給機関」という。)に提出することによつて行わなければならない。
一　受給資格者及びその者が監護し、かつ、生計を同じくする児童、その者が監護する児童又はその者が養育する児童であつて、法第四条に定める要件に該当するもの(以下「対象児童」という。)の戸籍の謄本又は抄本及びこれらの者の属する世帯の全員の住民票の写し
一の二　受給資格者が父(母が当該児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないがその母と事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者を含む。以下同じ。)である場合において、対象児童と同居しないでこれを監護し、かつ、これと生計を同じくしているときは、その事実を明らかにすることができる書類
二　受給資格者が母である場合において、対象児童と同居しないでこれを監護しているときは、その事実を明らかにすることができる書類
三　受給資格者が養育者である場合には、対象児童の父及び母の戸籍又は除かれた戸籍の謄本又は抄本並びに受給資格者が対象児童を養育していることを明らかにすることができる書類
四　対象児童の父又は母が児童扶養手当法施行令(昭和三十六年政令第四百五号。以下「令」という。)別表第二に定める程度の障害の状態にあることによつて請求する場合には、次に掲げる書類等
イ　当該障害の状態に関する医師又は歯科医師の診断書(様式第二号)
ロ　当該障害が別表に定める傷病に係るものであるときはエックス線直接撮影写真
五　次のいずれかに該当することによつて請求する場合には、その事実を明らかにすることができる書類
イ　対象児童の父又は母の生死が明らかでないこと。
ロ　対象児童が父又は母から引き続き一年以上遺棄されていること。
ハ　対象児童の父又は母が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成十三年法律第三十一号)第十条第一項の規定による命令(それぞれ当該対象児童の母又は父の申立てにより発せられたものに限る。)を受けたこと。
ニ　対象児童の父又は母が法令により引き続き一年以上拘禁されていること。
六　対象児童が令別表第一に定める程度の障害の状態にあることによつて請求する場合には、次に掲げる書類等
イ　当該障害の状態に関する医師又は歯科医師の診断書
ロ　当該障害が別表に定める傷病に係るものであるときはエックス線直接撮影写真
七　受給資格者の前年(一月から九月までの間に請求する者にあつては、前々年とする。以下この条において同じ。)の所得につき、次に掲げる書類等
イ　所得の額(令第三条及び第四条の規定によつて計算した所得の額をいう。以下同じ。)並びに法第九条第一項又は第九条の二に規定する扶養親族等の有無及び数並びに所得税法(昭和四十年法律第三十三号)に規定する同一生計配偶者(七十歳以上の者に限る。)、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数についての市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)の証明書(やむを得ない理由により同法に規定する同一生計配偶者の有無及び当該同一生計配偶者が七十歳以上であるかの別についての市町村長の証明書を提出することができない場合には、当該事実を明らかにできる書類)
ロ　受給資格者が令第四条第二項各号の規定に該当するとき(ハに該当するときを除く。)は、当該事実を明らかにすることができる市町村長の証明書
ハ　受給資格者が令第四条第二項第三号に規定する所得割の納税義務者であるときは、当該事実を明らかにすることができる書類
ニ　受給資格者が所得税法に規定する控除対象扶養親族(十九歳未満の者に限る。)を有するときは、次に掲げる書類
(1)　当該控除対象扶養親族の数を明らかにすることができる書類
(2)　当該控除対象扶養親族が法第十条又は第十一条に規定する扶養義務者でない場合には、当該控除対象扶養親族の前年の所得の額についての市町村長の証明書
ホ　受給資格者が前年の十二月三十一日においてその者の法第九条第一項又は第九条の二に規定する扶養親族等でない児童の生計を維持したときは、次に掲げる書類等
(1)　当該児童の数及び受給資格者が前年の十二月三十一日において当該児童の生計を維持したことを明らかにすることができる書類
(2)　当該児童(前年の十二月三十一日において十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者を除く。)が同日において令別表第一に定める程度の障害の状態にあつた場合には、当該障害の状態に関する医師又は歯科医師の診断書(当該障害が別表に定める傷病に係るものであるときは、当該診断書及びエックス線直接撮影写真とする。第三条の四第一項第三号を除き、以下同じ。)
ヘ　受給資格者が法第十二条第一項の規定に該当するときは、児童扶養手当被災状況書(様式第三号)
八　配偶者(婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。)がある受給資格者又は法第十条に規定する扶養義務者がある父若しくは母である受給資格者若しくは法第十一条に規定する扶養義務者がある養育者である受給資格者にあつては、当該配偶者又は当該扶養義務者の前年の所得につき、次に掲げる書類
イ　所得の額並びに法第十条又は第十一条に規定する扶養親族等の有無及び数並びに所得税法に規定する老人扶養親族の有無及び数についての市町村長の証明書(やむを得ない理由により同法に規定する同一生計配偶者の有無についての市町村長の証明書を提出することができない場合には、当該事実を明らかにすることができる書類)
ロ　当該配偶者又は当該扶養義務者が令第四条第二項各号の規定に該当するとき(ハに該当するときを除く。)は、当該事実を明らかにすることができる市町村長の証明書
ハ　当該配偶者又は当該扶養義務者が令第四条第二項第三号に規定する所得割の納税義務者であるときは、当該事実を明らかにすることができる書類
ニ　当該配偶者又は当該扶養義務者が法第十二条第一項の規定に該当するときは、児童扶養手当被災状況書
九　対象児童が法第十三条の二第一項各号(受給資格者が母又は養育者であるときは第三号を除き、受給資格者が父であるときは第二号を除く。)のいずれかに該当するときは、次に掲げる証明書
イ　当該対象児童が法第十三条の二第一項第一号に規定する公的年金給付を受けることができる場合には、当該公的年金給付の額についての当該公的年金給付の支給を行う者の証明書
ロ　当該対象児童が法第十三条の二第一項第二号に規定する公的年金給付の額の加算の対象となつている場合には、当該加算の額についての当該公的年金給付の支給を行う者の証明書
ハ　当該対象児童が法第十三条の二第一項第三号に規定する公的年金給付の額の加算の対象となつている場合には、当該加算の額についての当該公的年金給付の支給を行う者の証明書
ニ　当該対象児童が法第十三条の二第一項第四号に規定する遺族補償等を受けることができる場合には、当該遺族補償等の額についての当該遺族補償等の給付を行う者の証明書
十　受給資格者が法第十三条の二第二項各号又は第三項のいずれかに該当するときは、次に掲げる証明書
イ　当該受給資格者が法第十三条の二第二項第一号に規定する公的年金給付又は障害基礎年金等を受けることができる場合には、それぞれ当該公的年金給付の額についての当該公的年金給付の支給を行う者の証明書又は当該障害基礎年金等の額についての当該障害基礎年金等の支給を行う者の証明書
ロ　当該受給資格者が法第十三条の二第二項第二号に規定する遺族補償等を受けることができる場合には、当該遺族補償等の額についての当該遺族補償等の給付を行う者の証明書

　　市長は、次の(1)から(3)に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ(1)から(3)に定める者に対し、児童扶養手当(以下「手当」という。)を支給する。
　(1)　次のイからホまでのいずれかに該当する児童※1の母が当該児童を監護する場合は当該母に児童扶養手当を支給する。
イ　父母が婚姻を解消した児童
ロ　父が死亡した児童
ハ　父が政令で定める程度の障害※2 の状態にある児童
ニ　父の生死が明らかでない児童
ホ　その他イからニまでに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの
　(2)　次のイからホまでのいずれかに該当する児童の父が当該児童を監護し、かつ、これと生計を同じくする場合は当該父に児童扶養手当を支給する。
イ　父母が婚姻を解消した児童
ロ　母が死亡した児童
ハ　母が(1)ハの政令で定める程度の障害の状態にある児童
ニ　母の生死が明らかでない児童
ホ　その他イからニまでに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの
　(3)　第1号イからホまでのいずれかに該当する児童を母が監護しない場合若しくは同号イからホまでのいずれかに該当する児童(同号ロに該当するものを除く。)の母がない場合であつて、当該母以外の者が当該児童を養育する(児童と同居して、これを監護し、かつ、その生計を維持することをいう。以下同じ。)とき、前号イからホまでのいずれかに該当する児童を父が監護しないか、若しくはこれと生計を同じくしない場合(父がない場合を除く。)若しくは同号イからホまでのいずれかに該当する児童(同号ロに該当するものを除く。)の父がない場合であつて、当該父以外の者が当該児童を養育するとき、又は父母がない場合であつて、当該父母以外の者が当該児童を養育するときは当該養育者に児童扶養手当を支給する。
　　前段にかかわらず、母又は養育者に対する児童扶養手当は児童が次の①～④のいずれかに該当するとき、父に対する児童扶養手当は児童が①、②、⑤又は⑥のいずれかに該当するときは、当該児童については、支給しない。
①　日本国内に住所を有しないとき。
②　児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の4第1項に規定する里親に委託されているとき。
③　父と生計を同じくしているとき。ただし、その者が(1)ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にあるときを除く。
④　母の配偶者((1)ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある父を除く。)に養育されているとき。
⑤　母と生計を同じくしているとき。ただし、その者が (1)ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にあるときを除く。
⑥　父の配偶者((1)ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある母を除く。)に養育されているとき。
　(1)にかかわらず、母に対する児童扶養手当は当該母が、父に対する児童扶養手当は当該父が、養育者に対する児童扶養手当は当該養育者が、日本国内に住所を有しないときは、支給しない。

(支給の調整)
　　同一の児童について、父及び母のいずれもが手当の支給要件に該当するとき、又は父及び養育者のいずれもが児童扶養手当の支給要件に該当するときは、当該父に対する児童扶養手当は、当該児童については、支給しない。
　　同一の児童について、母及び養育者のいずれもが児童扶養手当の支給要件に該当するときは、当該養育者に対する児童扶養手当は、当該児童については、支給しない。

※1　「児童」とは
　　十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある者又は二十歳未満で政令で定める程度の障害の状態にある者をいう。

※2　「政令で定める程度の障害」とは
　一　両眼の視力の和が〇・〇四以下のもの
　二　両耳の聴力レベルが一〇〇デシベル以上のもの
　三　両上肢の機能に著しい障害を有するもの
　四　両上肢のすべての指を欠くもの
　五　両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
　六　両下肢の機能に著しい障害を有するもの
　七　両下肢を足関節以上で欠くもの
　八　体幹の機能に座つていることができない程度又は立ち上がることができない程度の障害を有するもの
　九　前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時
　の介護を必要とする程度の障害を有するもの
　十　精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の監視又は介護を必要とする程度の
障害を有するもの
　十一　傷病が治らないで、身体の機能又は精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、長期にわたる高度の安静と常時の監視又は介護とを必要とする程度の障害を有するものであって、厚生労働大臣が定めるもの(備考)視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、矯正視力によつて測定する。

	標準処理期間
	30日

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年10月1日
	最終変更年月日
	令和4年7月1日
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